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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。  

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、第86期第３四半期連結会計期間は１株当

たり四半期純損失であり、また潜在株式が存在しないため、その他の期および期間については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。  

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第85期

第３四半期連結
累計期間 

第86期
第３四半期連結

累計期間 

第85期
第３四半期連結

会計期間 

第86期 
第３四半期連結 

会計期間 
第85期

会計期間 

自平成20年
４月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
10月１日 

至平成20年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成20年
４月１日 

至平成21年 
３月31日 

売上高（千円）  25,245,663  20,988,869  8,160,432  7,215,383  34,272,932

経常利益又は経常損失（△） 

（千円） 
 611,581  92,032  79,561  △64,062  921,973

四半期（当期）純利益又は四半期

純損失（△）（千円） 
 533,508  41,883  60,054  △79,703  739,290

純資産額（千円） － －  2,933,875  3,127,233  3,039,362

総資産額（千円） － －  26,370,532  24,412,463  24,467,534

１株当たり純資産額（円） － －  80.57  85.88  83.47

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 15.20  1.15  1.65  △2.19  20.30

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 －  －  －  －  －

自己資本比率（％） － －  11.1  12.8  12.4

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 1,273,611  △71,295 － －  1,587,781

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △206,620  54,156 － －  △149,892

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △904,806  △122,989 － －  △1,147,595

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  2,455,826  2,430,239  2,571,390

従業員数（人） － －  2,470  2,022  2,432
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当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社および当社の関係会社）が営む事業の内容について、重

要な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。  

  

(1）連結会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの

出向者を含む）であります。 

２．臨時従業員数は総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

(2）提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員数（当社から社外への出向者を除き、社外から当社への出向者を含む）であります。 

２．臨時従業員数は総数の100分の10未満であるため、記載を省略しております。 

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 2,022   

  平成21年12月31日現在

従業員数（人） 880   
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(1）生産実績 

 当第３四半期連結会計期間の生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．金額は販売価格によっております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）受注実績 

 当第３四半期連結会計期間の受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと次のとおりであります。 

 （注）１．セグメント間取引については相殺消去しております。 

２．前第３四半期連結会計期間および当第３四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績および当該販

売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。なお、販売実績が総販売実績に対する割合が100

分の10以下につきましては、記載を省略しております。 

３．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

情報・通信機器  2,569,124  85.2

メカトロニクス機器  1,507,241  67.5

電源・エネルギー機器  3,101,892  104.0

合計  7,178,258  87.2

事業の種類別セグメントの名称 受注高（千円）
前年同四半期比

（％） 
受注残高（千円） 

前年同四半期比
（％） 

情報・通信機器  2,741,903  94.0  5,888,425  99.5

メカトロニクス機器  1,560,508  70.6  2,932,848  110.3

電源・エネルギー機器  3,138,172  100.8  2,743,426  81.5

合計  7,440,584  90.3  11,564,699  96.8

事業の種類別セグメントの名称 金額（千円） 前年同四半期比（％）

情報・通信機器  2,571,901  85.2

メカトロニクス機器  1,524,648  67.6

電源・エネルギー機器  3,118,832  108.1

合計  7,215,383  88.4

相手先 

前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％）

シャープ㈱  －  －  1,227,169  17.0

富士ゼロックス㈱  965,935  11.8  763,534  10.6

日本無線㈱  885,282  10.8  －  －
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当第３四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。 

（1）業績の状況 

当第３四半期連結会計期間のわが国経済は、世界的な金融危機を背景とした景気悪化に底打ちの兆しが見られ

るものの、引き続き設備投資や雇用情勢は低迷しており、さらにはデフレの進行も懸念されるなど依然として厳

しい状況が続いております。 

電気機器業界におきましても、大手の一部に業績回復の動きが出始めつつあるものの、産業界の設備投資低迷

の影響などにより、大変厳しい経営環境で推移しました。 

このような状況の中、当社グループは既存事業の強化と新事業の拡大に努めてまいりましたが、売上高は、民

生用防災機器やＯＡ電源における一部の機種で増加したものの、インフラ関連機器等の減少で情報・通信機器

が、事務用機器および生産設備機器の減少によりメカトロニクス機器が、それぞれ減少し72億１千５百万円（前

年同期比11.6％減）となりました。 

利益につきましては、生産革新運動や費用削減などに取組んでまいりましたが、売上高減少の影響を補うには

至らず、営業利益は７千８百万円（前年同期比73.0％減）となり、支払利息は軽減したものの、経常損失は６千

４百万円（前年同四半期は経常利益７千９百万円）、四半期純損失は７千９百万円（前年同四半期は四半期純利

益６千万円）となりました。 
  
なお、事業の種類別セグメントの売上高は、 

情報・通信機器      25億７千１百万円 （前年同期比14.8％減） 

メカトロニクス機器    15億２千４百万円 （前年同期比32.4％減） 

電源・エネルギー機器   31億１千８百万円 （前年同期比 8.1％増） 

 となりました。  

所在地別セグメントの売上高は、 

日本           71億９千３百万円 （前年同期比 8.5％減） 

アジア                     ２千１百万円 （前年同期比92.8％減） 

 となりました。  

（2）キャッシュ・フローの状況 

当第３四半期連結会計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、第２四半期連結会計期

間末に比べ３億７千４百万円増加し、当第３四半期連結会計期間末残高は24億３千万円となりました。 

当第３四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、２千万円（前年同四半期に比べ２億３千２百万円減少）となりました。これ

は主に仕入債務の増加額６億４千万円に対して、税金等調整前四半期純損失６千４百万円、たな卸資産の増加額

３億８千２百万円、その他流動資産の増加額３億９千６百万円によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果得られた資金は、１億１千３百万円（前年同四半期は使用した資金９千６百万円）となりまし

た。これは主に投資有価証券売却による収入１億３千３百万円によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、２億４千７百万円（前年同四半期に比べ１億６千３百万円増加）となりまし

た。これは主に短期借入れによる収入９億６百万円および長期借入れによる収入４億１百万円に対して、長期借

入金の返済10億３千３百万円によるものであります。 

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（3）事業上および財務上の対処すべき課題 

当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

（4）研究開発活動 

当第３四半期連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１億２千万円であります。なお、

当第３四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。  

(2）設備の新設、除却等の計画 

当第３四半期連結会計期間において、前四半期連結会計期間末において計画中であった重要な設備の新設、除却

等について、重要な変更はありません。また、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計

画はありません。   

第３【設備の状況】

2010/02/15 16:50:3609619570_第３四半期報告書_20100215165016

- 6 -



①株式の総数 

②発行済株式 

  

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第３四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

   

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  60,000,000

計  60,000,000

種類 
第３四半期会計期間末 
現在発行数（株） 
（平成21年12月31日） 

提出日現在発行数（株）
（平成22年２月10日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容

普通株式  36,420,538  36,420,538
東京証券取引所 

（市場第二部） 

単元株式数 

1,000株 

計  36,420,538  36,420,538 － － 

（２）【新株予約権等の状況】

（３）【ライツプランの内容】

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成21年10月１日～ 
平成21年12月31日  －  36,420,538  －  3,649,580  －  2,840,440

（５）【大株主の状況】
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当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載

することができないことから、直前の基準日（平成21年９月30日）に基づく株主名簿による記載をしております。

  
   ①【発行済株式】 

  

   ②【自己株式等】 

  

  

  【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

（注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第二部におけるものであります。 

  

前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

  

（６）【議決権の状況】

  平成21年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式        7,000 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式   36,404,000      36,404 － 

単元未満株式 普通株式        9,538 － － 

発行済株式総数  36,420,538 － － 

総株主の議決権 －  36,404 － 

  平成21年12月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

長野日本無線株式

会社 

長野県長野市稲里

町1163番地 
 7,000  －  7,000  0.02

計 －  7,000  －  7,000    0.02

２【株価の推移】

月別 
平成21年 
４月 

５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

最高（円）  135  142  172  163  163  161  146  139  132

最低（円）  104  123  127  145  145  141  133  116  120

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

なお、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から平成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期

間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連

結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日か

ら平成21年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成20年10月１日から

平成20年12月31日まで）および前第３四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年12月31日まで）に係る四

半期連結財務諸表については監査法人トーマツによる四半期レビューを受け、また、当第３四半期連結会計期間（平

成21年10月１日から平成21年12月31日まで）および当第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月

31日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。 

なお、監査法人トーマツは、監査法人の種類の変更により、平成21年７月１日をもって有限責任監査法人トーマツ

となっております。  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,768,939 2,910,090

受取手形及び売掛金 8,033,163 8,245,171

商品及び製品 569,954 738,680

仕掛品 5,170,031 4,702,989

原材料及び貯蔵品 889,829 824,619

繰延税金資産 353,956 364,419

その他 610,938 276,113

貸倒引当金 △20,230 △21,267

流動資産合計 18,376,584 18,040,815

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） ※1  1,555,064 ※1  1,652,656

機械装置及び運搬具（純額） ※1  207,288 ※1  287,296

土地 3,432,429 3,432,429

その他（純額） ※1  376,149 ※1  463,290

有形固定資産合計 5,570,931 5,835,671

無形固定資産 30,319 37,444

投資その他の資産   

投資有価証券 204,298 328,933

繰延税金資産 20,372 15,695

その他 315,786 314,761

貸倒引当金 △105,829 △105,786

投資その他の資産合計 434,628 553,602

固定資産合計 6,035,879 6,426,718

資産合計 24,412,463 24,467,534
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成21年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 6,020,605 5,961,385

短期借入金 6,231,000 5,581,000

1年内返済予定の長期借入金 2,809,036 2,892,320

未払法人税等 18,532 88,520

未払費用 360,917 260,594

製品保証引当金 33,307 25,693

その他 1,032,187 959,252

流動負債合計 16,505,585 15,768,766

固定負債   

長期借入金 3,441,432 4,079,730

退職給付引当金 399,815 352,186

役員退職慰労引当金 9,121 6,884

繰延税金負債 12,811 －

再評価に係る繰延税金負債 613,793 613,793

長期未払金 131,799 398,523

その他 170,871 208,287

固定負債合計 4,779,644 5,659,405

負債合計 21,285,229 21,428,171

純資産の部   

株主資本   

資本金 3,649,580 3,649,580

資本剰余金 2,840,440 2,840,440

利益剰余金 △4,174,941 △4,216,825

自己株式 △1,433 △1,403

株主資本合計 2,313,644 2,271,790

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 18,870 △31,442

土地再評価差額金 904,069 904,069

為替換算調整勘定 △109,351 △105,055

評価・換算差額等合計 813,589 767,571

純資産合計 3,127,233 3,039,362

負債純資産合計 24,412,463 24,467,534

2010/02/15 16:50:3609619570_第３四半期報告書_20100215165016

- 11 -



（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 25,245,663 20,988,869

売上原価 22,001,104 18,468,209

売上総利益 3,244,559 2,520,660

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 274,799 214,747

給料 1,110,391 1,043,636

退職給付費用 50,925 50,691

その他 737,989 787,818

販売費及び一般管理費合計 2,174,105 2,096,894

営業利益 1,070,453 423,765

営業外収益   

受取利息 3,459 1,213

受取配当金 3,824 2,599

受取賃貸料 6,008 6,548

その他 20,297 ※1  37,342

営業外収益合計 33,589 47,704

営業外費用   

支払利息 286,443 237,697

売上債権売却損 48,195 31,888

為替差損 102,748 85,804

その他 55,074 24,046

営業外費用合計 492,460 379,437

経常利益 611,581 92,032

特別利益   

貸倒引当金戻入額 344 1,095

特別利益合計 344 1,095

税金等調整前四半期純利益 611,926 93,127

法人税、住民税及び事業税 58,261 45,458

法人税等調整額 156 5,785

法人税等合計 58,417 51,243

四半期純利益 553,508 41,883
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成20年10月１日 
 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

売上高 8,160,432 7,215,383

売上原価 7,134,897 6,394,919

売上総利益 1,025,535 820,463

販売費及び一般管理費   

荷造及び発送費 88,412 75,757

貸倒引当金繰入額 － 449

給料 378,287 365,269

退職給付費用 16,975 17,046

その他 250,128 283,217

販売費及び一般管理費合計 733,804 741,739

営業利益 291,730 78,723

営業外収益   

受取利息 123 346

受取配当金 785 217

受取賃貸料 1,893 2,023

その他 9,744 10,359

営業外収益合計 12,546 12,946

営業外費用   

支払利息 86,876 76,870

売上債権売却損 16,600 13,011

為替差損 115,185 61,941

その他 6,054 3,907

営業外費用合計 224,716 155,732

経常利益又は経常損失（△） 79,561 △64,062

特別利益   

貸倒引当金戻入額 1,350 －

特別利益合計 1,350 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

80,911 △64,062

法人税、住民税及び事業税 24,357 9,113

法人税等調整額 △3,499 6,528

法人税等合計 20,857 15,641

四半期純利益又は四半期純損失（△） 60,054 △79,703
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成20年４月１日 

 至 平成20年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 611,926 93,127

減価償却費 335,007 323,761

退職給付引当金の増減額（△は減少） 42,045 47,628

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △2,135 2,236

貸倒引当金の増減額（△は減少） △22,799 △995

製品保証引当金の増減額（△は減少） － 7,613

受取利息及び受取配当金 △7,283 △3,813

支払利息 286,443 237,697

売上債権の増減額（△は増加） 2,424,122 204,473

たな卸資産の増減額（△は増加） △1,109,740 △368,155

その他の流動資産の増減額（△は増加） △434,002 △339,257

仕入債務の増減額（△は減少） △440,451 67,917

未払費用の増減額（△は減少） 113,787 101,037

未払消費税等の増減額（△は減少） △89,114 △64,598

長期未払金の増減額（△は減少） △288,641 △265,726

その他の流動負債の増減額（△は減少） 112,352 156,957

その他 99,695 93,559

小計 1,631,211 293,463

利息及び配当金の受取額 7,283 3,813

利息の支払額 △303,752 △265,921

法人税等の支払額 △61,130 △102,651

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,273,611 △71,295

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △203,242 △77,278

投資有価証券の売却による収入 － 133,830

その他 △3,378 △2,395

投資活動によるキャッシュ・フロー △206,620 54,156

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 150,252 650,000

長期借入れによる収入 900,000 1,560,000

長期借入金の返済による支出 △1,954,850 △2,281,582

リース債務の返済による支出 － △51,377

自己株式の取得による支出 △208 △30

財務活動によるキャッシュ・フロー △904,806 △122,989

現金及び現金同等物に係る換算差額 △10,585 △1,021

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 151,597 △141,150

現金及び現金同等物の期首残高 2,304,228 2,571,390

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  2,455,826 ※1  2,430,239
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【表示方法の変更】

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

（四半期連結貸借対照表） 

「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内閣府令

第50号）が適用となることに伴い、前第３四半期連結会計期間において、「製品」「原材料」として掲記されていた

ものは、当第３四半期連結会計期間においてそれぞれ「商品及び製品」「原材料及び貯蔵品」として掲記しておりま

す。 
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当第３四半期連結会計期間末（平成21年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至

平成21年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式    36,420千株 

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式       7千株 

３．新株予約権等に関する事項 

該当事項はありません。 

４．配当に関する事項 

該当事項はありません。 

  

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。  

 ２ 受取手形割引高は 千円であります。 

10,511,741

287,645

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 千円

であります。  

 ２ 受取手形割引高は 千円であります。 

10,432,642

398,658

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

――――― ※１ 営業外収益のその他には、和解金27,000千円が含ま

れております。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

現金及び預金勘定     千円2,794,526

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
    千円△338,700

現金及び現金同等物     千円2,455,826

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係  

現金及び預金勘定     千円2,768,939

預入期間が３ヵ月を超える定

期預金 
    千円△338,700

現金及び現金同等物     千円2,430,239

（株主資本等関係）
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円）
消去又は全

社 
（千円） 

連結
 （千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  3,019,499  2,255,747  2,885,184  8,160,432  －  8,160,432

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  49,881  49,881  (49,881)  －

計  3,019,499  2,255,747  2,935,066  8,210,313  (49,881)  8,160,432

営業利益  288,545  222,064  9,213  519,823  (228,092)  291,730

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円）
消去又は全

社 
（千円） 

連結
 （千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  2,571,901  1,524,648  3,118,832  7,215,383  －  7,215,383

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  24,588  24,588  (24,588)  －

計  2,571,901  1,524,648  3,143,420  7,239,971  (24,588)  7,215,383

営業利益  204,901  60,070  27,006  291,978  (213,254)  78,723
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．事業区分の方法 

事業区分の方法は、製造方法および製品の類似性等により下記のとおり区分しております。 

２．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間  

 （たな卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益

が、情報・通信機器で9,353千円、メカトロニクス機器で5,701千円、電源・エネルギー機器で6,191千円そ

れぞれ減少しております。 

３．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数については、法人税法の改正を契機として資産の利用

状況の見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しておりま

す。従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、情報・通信機器で1,432

千円、メカトロニクス機器で397千円、電源・エネルギー機器で2,623千円、全社で46千円それぞれ減少して

おります。 

  

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円）
消去又は全

社 
（千円） 

連結
 （千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  9,740,480  6,614,019  8,891,164  25,245,663  －  25,245,663

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  146,867  146,867  (146,867)  －

計  9,740,480  6,614,019  9,038,031  25,392,531  (146,867)  25,245,663

営業利益  1,024,205  580,747  142,958  1,747,911  (677,457)  1,070,453

  
情報・通信

機器 
（千円） 

メカトロニ
クス機器  
（千円）  

電源・エネ
ルギー機器 
（千円） 

計（千円）
消去又は全

社 
（千円） 

連結
 （千円） 

売上高             

(1)外部顧客に対する売上高  7,940,803  4,680,487  8,367,578  20,988,869  －  20,988,869

(2)セグメント間の内部売上高
又は振替高 

 －  －  85,534  85,534  (85,534)  －

計  7,940,803  4,680,487  8,453,112  21,074,403  (85,534)  20,988,869

営業利益  771,172  127,215  143,565  1,041,953  (618,188)  423,765

事業区分 主要製品

情報・通信機器 通信機器、放送機器、特殊機器、衛星関連機器、情報端末機器 

メカトロニクス機器  事務用機器、業務用特殊機器、生産設備機器、医用機器 

電源・エネルギー機器 ＯＡ電源、産業機器用電源、特殊電源、標準電源、電子部品 
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

【所在地別セグメント情報】

  日本（千円）
アジア

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  7,861,387  299,044  8,160,432  －  8,160,432

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高  11,208  1,551,463  1,562,671  (1,562,671)  －

計  7,872,596  1,850,507  9,723,103  (1,562,671)  8,160,432

営業利益又は営業損失（△）  526,318  △3,565  522,753  (231,022)  291,730

  日本（千円）
アジア

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  7,193,819  21,563  7,215,383  －  7,215,383

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高  745  808,469  809,215  (809,215)  －

計  7,194,564  830,033  8,024,598  (809,215)  7,215,383

営業利益又は営業損失（△）  306,659  △13,706  292,953  (214,229)  78,723
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前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．国または地域は地理的近接度により区分しております。 

２．本邦以外の区分に属する国または地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…香港 

３．会計処理の方法の変更 

前第３四半期連結累計期間 

 （たな卸資産の評価に関する会計基準） 

「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」（1）に記載のとおり、第１四半期

連結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日）を適用

しております。この変更に伴い、従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益

が、日本で21,245千円減少しております。 

４．追加情報 

前第３四半期連結累計期間 

 （有形固定資産の耐用年数の変更） 

第１四半期連結会計期間から、機械装置の耐用年数については、法人税法の改正を契機として資産の利用

状況の見直しを行い、一部の資産について耐用年数を短縮して減価償却費を算定する方法に変更しておりま

す。従来の方法によった場合に比べて、当第３四半期連結累計期間の営業利益が、日本で4,499千円減少し

ております。 

  

  日本（千円）
アジア

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  24,672,073  573,590  25,245,663  －  25,245,663

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高  54,360  4,560,301  4,614,662  (4,614,662)  －

計  24,726,433  5,133,892  29,860,325  (4,614,662)  25,245,663

営業利益又は営業損失（△）  1,791,689  △39,243  1,752,445  (681,992)  1,070,453

  日本（千円）
アジア

（千円） 
計（千円）

消去又は全社 
（千円） 

連結（千円）

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高  20,642,701  346,167  20,988,869  －  20,988,869

(2)セグメント間の内部売上高又は
振替高  12,214  2,484,735  2,496,950  (2,496,950)  －

計  20,654,916  2,830,902  23,485,819  (2,496,950)  20,988,869

営業利益又は営業損失（△）  1,066,084  △24,763  1,041,321  (617,556)  423,765
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前第３四半期連結会計期間（自平成20年10月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結会計期間（自平成21年10月１日 至平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自平成20年４月１日 至平成20年12月31日） 

  

当第３四半期連結累計期間（自平成21年４月１日 至平成21年12月31日） 

 （注）１．地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する国又は地域の内訳は次のとおりであります。 

アジア…香港、台湾、中華人民共和国等 

その他の地域…アメリカ合衆国、イギリス等 

３．海外売上高は、当社および連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

【海外売上高】

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  1,405,331  125,523  1,530,855

Ⅱ 連結売上高（千円）              8,160,432

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％）    17.2    1.6    18.8

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  748,972  145,422  894,394

Ⅱ 連結売上高（千円）              7,215,383

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％）    10.4    2.0    12.4

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  4,249,964  487,562  4,737,527

Ⅱ 連結売上高（千円）              25,245,663

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％）    16.9    1.9   18.8

  アジア その他の地域 計

Ⅰ 海外売上高（千円）  2,469,829  337,657  2,807,486

Ⅱ 連結売上高（千円）              20,988,869

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に占める割
合（％）    11.8    1.6   13.4
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１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

 （注） １株当たり四半期純利益金額及び１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

  

該当事項はありません。 

  

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成21年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額 85.88円 １株当たり純資産額 83.47円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 15.20円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.15円

  
前第３四半期連結累計期間
（自 平成20年４月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益（千円）  553,508  41,883

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益（千円）  553,508  41,883

期中平均株式数（千株）  36,414  36,413

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

１株当たり四半期純利益金額 1.65円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、１株当たり四半期純損失であり、潜在株式が存在

しないため記載しておりません。 

１株当たり四半期純損失金額 2.19円

  
前第３四半期連結会計期間
（自 平成20年10月１日 
至 平成20年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  60,054  △79,703

普通株主に帰属しない金額（千円）  －  －

普通株式に係る四半期純利益又は四半期純損失

（△）（千円） 
 60,054  △79,703

期中平均株式数（千株）  36,413  36,413

（重要な後発事象）
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該当事項はありません。 

  

２【その他】
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該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成21年２月６日

長野日本無線株式会社     

取 締 役 会  御中     

  監査法人トーマツ   

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 五十幡 理一郎 印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 小 松  聡  印 

  
指定社員
業務執行社員   

公認会計士 杉 田 昌 則 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野日本無線

株式会社の平成２０年４月１日から平成２１年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２０年１

０月１日から平成２０年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２０年４月１日から平成２０年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野日本無線株式会社及び連結子会社の平成２０年１２月３１日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

報告書に添付する形で別途保管しております。  

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  

2010/02/15 16:50:3609619570_第３四半期報告書_20100215165016



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

    平成22年２月８日

長野日本無線株式会社     

取 締 役 会  御中     

  有限責任監査法人トーマツ   

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 五十幡 理一郎 印 

  
指定有限責任社員
業務執行社員   公認会計士 杉 田 昌 則 印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている長野日本無線

株式会社の平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１

０月１日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３

１日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッ

シュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、長野日本無線株式会社及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在

の財政状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連

結累計期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められ

なかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。  

以 上 

 （注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が四半期

報告書に添付する形で別途保管しております。  

 ２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれておりません。  
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